
【表１】　 所得 控除額 小計 控除額合計 うち介護納付金分

０円 ３３万円 ※２

１０万円以上 ４３万円

１人あたりの
控除額

１円以上１０万円未満 ３３万円＋所得金額

令 和 ５ 年 度 国 民 健 康 保 険 料 （簡易計算表） 
医療給付費分・後期高齢者支援金分・介護納付金分の合計額が国民健康保険料になります。 

【試算の条件】 

国民健康保険に加入される人 人

国民健康保険に加入される人のうち40歳～65歳未満の人 人

国民健康保険に加入される未就学児 人 6歳に達する日以後の3月31日までです。

岐阜市重度心身障害者等医療費助成制度に該当する人 人 4月1日が基準日となります。

有　　・　　無 離職時に６５歳以上は対象外です。

会社都合退職による軽減の該当の有無
※１　会社都合退職による軽減は届出が必要です。
雇用保険受給資格者証の離職理由の番号を確認してください。

（離職理由コード：11，12，21，22，23，31，32，33，34）
 

 

【岐阜市独自方式の所得】  

 
 

 

 

 

 

 

 

※２ 介護納付金分の対象者は、４０歳以上６５歳未満の被保険者です。 
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   ４，５００円  ×　　　　　　人　　　　　　　　

　　　　　医療給付費分①　　　＋　　　後期高齢者支援金分②　　　＋　　　介護納付金分③　　　＝
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被保険者の令和４年中
岐阜市独自方式の所得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円×　１.８０　％

　　１人につき　　    ８，０４０円  ×　　　　　　人

　１世帯につき    ６，３６０円

合      計 合計額が１７万円以上のときは、最高限度額の１７万円になります
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被保険者の令和４年中
岐阜市独自方式の所得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円×　２.８８　％

１人につき
（未就学児除く）

   ９，０００円  ×　　　　　　人

１世帯につき 　 ９，４８０円

合      計 合計額が２２万円以上のときは、最高限度額の２２万円になります

均等割額
未就学児

医
療
給
付
費
分

被保険者の令和４年中
岐阜市独自方式の所得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円×　９.２９　％

１人につき
（未就学児除く）

　 ２８，３２０円  ×　　  　　人

１世帯につき 　 ２９，７６０円

合      計 合計額が６５万円以上のときは、最高限度額の６５万円になります

未就学児    １４，１６０円  ×　　　　　人　　　　　　　　　
均等割額

 

岐阜市独自 

方式の所得 
＝ 世帯総所得 

 
－ ｛ ｝ 

(表１による被保険者１人当たりの控除額の合計額) 
＋(26 万円×重度医療受給者数) 



１ 世帯総所得について 

 世帯総所得とは、世帯の被保険者全員の「総所得金額等」を合計した金額です。 

「総所得金額等」には、給与所得、雑所得、事業所得、不動産所得などが含まれます。 
 

① 給与の場合は、「給与所得控除後の金額」（給与収入－給与所得控除額）が所得です。 

② 年金の場合は、「公的年金等の雑所得」（公的年金等収入額－公的年金等控除額）が所得です。 

③ 課税対象でない年金（遺族年金、障害年金など）や退職所得は含みません。ただし、退職金を年金という形で受け取る

場合は雑所得に含まれます。 

④ 各種所得控除（扶養・配偶者・医療費・社会保険料控除など）や雑損失の繰り越し控除の適用はありません。 

⑤ 分離課税される譲渡所得や配当所得も含みます。土地・建物などにかかる譲渡所得について特別控除の適用がある場合

は、控除後の金額が所得になります。 

※ 租税条約の適用を受けている場合でも、所得そのものが保険料の算定基礎となります。 

 

２ 株式等の譲渡所得の取り扱いについて 

特定口座（源泉徴収あり）に保管する上場株式等の譲渡所得及び配当所得については、原則として総所得金額等に含めず、

国民健康保険料の所得割の算定基礎にも含まれません。 

ただし、確定申告や住民税の申告をした場合は、国民健康保険料の算定基礎に含まれます。そのため、所得税や住民税を

損益通算したり税額控除したりできても、国民健康保険料の賦課額が税額の還付額を上回る場合があります。また、７０歳

以上の人は、医療費の自己負担割合の判定所得に含まれるため、医療費についても増額となる場合があります。 

特定口座（源泉徴収あり）の株式等の所得を申告するかしないかは、総合的に判断してください。 

 

３ 所得に応じた軽減制度について 

前年中の被保険者の世帯総所得が以下の基準額に該当する世帯について均等割額と平等割額を

軽減します。 
 

前年中の被保険者の世帯総所得（基準額） 軽減割合 

４３万円＋（給与所得者等※１の数－１ ）×１０万円 以下 ７割軽減 

４３万円＋（給与所得者等※１の数－１ ）×１０万円 

＋（２９万円×被保険者及び特定同一世帯所属者の数） 以下 

５割軽減 

４３万円＋（給与所得者等※１の数－１ ）×１０万円 

＋（５３．５万円×被保険者及び特定同一世帯所属者の数）以下 

２割軽減 

 
※１ 給与所得者等とは、次の者です。 

被保険者、擬制世帯主、国民健康保険の被保険者から後期高齢医療の被保険者に移行した者（特定同一世帯所属者）の

中で、一定額（５５万円）を超える給与収入を有する者、または一定額（６５歳未満は６０万円、６５歳以上は１１０万

円）を超える公的年金等の支給を受ける者。（ただし、給与収入に専従者控除のみなし給与や青色事業専従者給与は含ま

れません。） 

（軽減判定の基準について） 

 軽減判定については、賦課期日の４月１日（４月２日以降に納付義務が発生した場合はその日）の世帯状況で判定しま

す。事業専従者控除がある人は、控除前の金額で判定します。専従者給与にかかる所得は、基準額に含みません。また、

６５歳以上（１月１日現在）の人の公的年金等所得は１５万円を控除した金額で判定します。土地・建物などにかかる譲

渡所得がある場合は、特別控除前の金額で判定します。所得の申告がされていない場合は対象となりません。 

 

岐阜市国保・年金課 ℡ 058-214-4315（直通） 


